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経憐志林第41巻１号2004年４月１７

曰本半導体メーカーの品質管理

-1960年代～80年代前半を中心に－

容度金

ているものづくりの仕組への再論が必要であるか

もしれない。

９０年代半ばまで日本企業の高いパフォーマンス

を背景に「日本型」生産システムの特徴やその形

成過程についての研究が盛んに行われてきた。そ

の中でも，戦後の日本の生産システムの重要な特

徴として砧質管理の仕組及びその歴史について多

くの関心が集まり，研究も蓄稲されてきた１．

周知のように，戦後日本企業の品質管理体制は，

アメリカから輸入された制度の日本への適応の事

例でもある。当初より先進的な制度が日本に存在

したところか，先進的な制度を輸入せざるをえな

いという遅れた立場にあったのである。しかも，

日本企業が，品質管理の体制，特徴を作り上げる

に有利な状況が続いたとも思えない。どちらかと

いうと，厳しい状況に晒されていたとみた方が妥

当である。つまり，日本の品質管理の仕組は，内

外からの様々な試練や課題に立ち向かい，試行錯

誤を繰り返しながら、輸入された制度を磨き上げ

た努力の産物である。決して有利な条件の下で作

り出されたものではない。従って，今の障害，問

題点を克服するための手がかりを探る上でも，戦

後の日本企業の経験ないし歴史に学ぶべきところ

は少なくないはずである。本稿で戦後日本企業の

品質管理の形成，洗練の歴史を再論する理由が，

まずここにある。

研究史からいうと，戦後の個別産業の品質管理

についての研究は，いくつかの組立産業に偏って

いる傾向がある。すなわち，部品メーカー，素材

メーカーの生産現場での品質管理についての掘下

げた分析は相対的に少ない。多くの組立製品に組

み込まれ，石油危機後，日本のＭＥ（マイクロエ

レクトロニクス）化を牽引し，リーディングイン

ダストリーの一角をなしてきた半導体産業2につ

いても，研究事,情は同様である。本文で詳しく分
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１．はじめに

本稿の目的は，日本の半導体産業の成長期にあ

たる1960年代～80年代前半をとりあげ，日本半導

体メーカーの品質管理の実態を明らかにすること

である。

蛾近になって日本の企業システムの問題点を強

調する議論が流行っている。しかし，企業システ

ムの特定のサブシステムを全体と切り離した形で

識論される傾向が強いように思われる。企業シス

テムの構成要因，及び構成要因間の結合構造のす

べてに大きな問題があるとは誰も思わないからで

あろう。

とりわけ，日本企業の生産システムが機能障害

を起こしたことを綿密に実証した研究はない。日

本の生産システム，そして，その中で蓄積されて

きた技術力がまだ強靭さを保っていることを反映

しているに違いない。日本の企業システムの問題

点がとりざたされている今こそ，強靭さを維持し
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１８日本半導体メーカーの品質管理

折されるように，欧米企業と日本企業の間には品

質管理への取組みが著しく異なり，それが日本の

半導体産業の競争力強化と結びついていたと思わ

れるが，同産業の成長期の品質管理を社会科学的

に分析した研究は，今のところ存在しない。そこ

で，本稿では，日本の半導体産業の成長期におけ

る各社の品質管理実態を分析する。

利用する資料は，当時，NEC，寓士通，東芝，

日立の大手半導体メーカー４社で，主として，品

質管理，及び製造に携わったエンジニアへのイン

タビュー記録に依拠する。インタビューは，２０００

年４月～2003年２月に行われた。また，2003年５

月に，インタビュイに対して電子メールで追加的

な質問を行い，返信メールを拝受したが，これも

補助的な資料として活用する。ただし，紙幅の制

約のため，本文の中でインタビュー資料を利用し

て記述する場合にも，原則的に，インタビューの

日付，およびインタビュイのお名前などを一々明

記することは避ける点を，予め断っておきたい。

インタビューリスト及び，電子メールでの返信の

リストは，論文の末尾を参照されたい。なお，イ

ンタビューへのご協力をくださった方々に，深い

感謝の礼をⅢ|]し上げたい。

次いでに，論文の構成についてであるが，２で

は日本の大手半導体メーカーが品質管理組織を整

えていく過程を概観する。３では，日本企業の品

質管理の特徴である集団的な取組みが半導体産業，

企業でどのように現れたかを検討する。４では，

より具体的に，半導体の生産工程，つまり，前工

程と後工程における品質管理活動をそれぞれ検討

する。前工程については，主として清浄度管理を

中心に論じ鈩後工程については，日本の半導体製

造の重要なできごとであった自動化との関係を中

心軸にして分析を行なう。

いう点では，日本の大手半導体メーカーは似通っ

ていた。

日本の半導体メーカーの品質管理組織の主たる

活動は，大別して三つであった。すなわち，第１

に，新製品の品質設計に関する活動，第２に，量

産製品の品質維持に関する活動，第３に，ユーザー

に品質・信頼性を保証する活動，というふうに分

けることができる。

第１の活動には，サンプルチップや新しいプロ

セスに関する品質認定，決められた品質水準に基

づく品質設計及びデザインレビュー，信頼`性技術

の開発，信頼性資料の作成と配付，等が含まれた。

そして，こうした活動は主に図ｌの開発・設計と

量産試作段階で行われた。

量産段階で行われる第２の活動は，検査を中

心とする工程内品質管理（ProcessQualityCon-

trol=PQC）であり，図１に示されているように，

材料や部品の検査，全数検査及び抜き取りロット

判定，などを含んだ。この第２の活動を担なった

主体は，日立の例では，ＰＱＣグループと呼ばれ

る組織であるが，ＰＱＣグループの活動は部材の

供給メーカー，及び一部工程を下請するメーカー

とも関わりをもった。それゆえ，ＰＱＣグループ

は，社内の製造部門のみならず，関連会社や協力

会社等も統括する形で品質管理活動を行わなけれ

ばならなかったとされる。

第３の対ユーザーに関わる活動は，ＱＡという

グループが担当した。具体的には，最終検査，ク

レーム処置，ユーザーに対する品質及び信頼性の

説明，市場からの品質情報の収集とフィードバッ

ク，等が重要な活動であった。

次いでに，代表的な日本半導体メーカーの事例

から，こうした品質管理活動を担った組織の整備

過程について検討しておこう。

まず，日立についてであるが，日立はトランジ

スタ事業の草創期の50年代後半にすでに武蔵工場

トランジスタ研究所の中に品質管理課という組織

があった｛。６８年２月には，武蔵工場品質管理部

に昇格され，その中に品質管理課，部品検査課，

化学分析グループという三つの下部組織が新たに

設けられた。７６年には，名称が品質管理部から検

査部へと変わったが，その後再び元の品質管理部

へと名称変更された5．品質管理を担当した人員

2．品質管理組織の整備過程

日本の半導体産業が急速に成長するに伴って，

各社は製造部隊とは独立の組織として品質管理

(あるいは品質保証）の組織を設ける必要性を迫

られた。組織の名称，品質管理業務の分掌等は企

業によってやや異なったものの３，独立の組織と

して品質管理組織を設けて，拡大させていったと
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経徴志林第41巻１号2004年４月１９

図１日本半導体メーカーの品質管理体系（日立の例）
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出所：日立製作所半導体事業部・武蔵工場「日立半導体30年史」1989年，７９頁。

推移については綴まったデータがない。ただし，

インタビュー，業界雑誌等によると，７０年頃に，

武蔵工場品質管理部の人員は半導体事業部のそれ

の８％に当る700名を超えており，６０年代から７０

年代にかけて日立の半導体事業部の従業員のうち，

品質管理部の人員の比率は７％～10％を維持した

とされる６．そして，品質管理部の中に，すでに

述べた三つの活動に対応する形でいくつかの課が

設けられ，各課各々，何十人～100人が所属して

いた。課別の人員数においては，簸終検査を担当

する課の人員が最も多く，その次に，量産工程の

工程内品質管理を担当する課，材料や部品の受入

れ検査を担当する課，設計部隊の順であった。

次いでに，ＮＥＣで半導体の品質管理活動を担っ

た組織についてであるが，同社の半導体生産の中

核であった九州日本電気，山形日本電気（以下，

九州ＮＥＣ，山形ＮＥＣと略する）の例をみてお

こう。

Ｅ三三重崖
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2０日本半導体メーカーの品傲管理

図２九州ＮＥＣの組織変遷
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出所：九州日本矼気「九州日本地気20年のあゆみ」1990年，３０頁。

８部・３センター

図２によれば，九州ＮＥＣの創業早々の70年に

は，まだ品質管理専門の組織はなかったが，７５年

には製造部や技術部等とは独立の組織として品質

管理課が設けられていた。さらに，８０年には，品

質管理課が品質管理部に昇格されⅢその中に品質

管理課と検査課の２課が設けられた。品質管理組

織の人員数は，７５年の106人から，８０年と85年に

は154人と206人に増えており，これは，各年の九

州ＮＥＣの総従業員のそれぞれ８％，7.6％，６．５

％に当る(図２)。同比率では，前述の日立とそれ
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経営志林第41巻1号2004年４月２１

ほど変わらないといえよう。性品質管理部の中に検査課が新設された上，品質

山形ＮＥＣの場合にも，九州ＮＥＣと類似した管理課も第一品質管理課と第二品質管理課の二つ

品質管理組織の拡大が見られる。図３によれば，に分けられた。そこで，ＮＥＣ半導体事業の品質

70年時点では，独立の品質管理組織がなかったが， 管理組織は，特に，７０年代を通じて拡大されたこ

76年に信頼性技術課と品質管理課からなる信頼性とが推測できる。

品質管理部が設けられた。また，８０年には，信頼

図３山形ＮＥＣの組織変遜

鱒

出所：山形日本地気「'11形日本電気20年史」1984年，110～111頁。

東芝半導体事業の品質管理組織は，事業部の開であった7。まず，事業部レベルの組織について

発拠点の組織と鼠産工場の中の組織という二通りであるが，同社の半導体事業は，６２年まで管球事
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２２日本半導体メーカーの品衡管理

業部，７４年まで電子事業部に属しており，したがっ 部に昇格され，この品質保証部の下部組織として，

て，７４年に半導体事業部が独立するまで半導体のサービス技術担当信頼性管理担当，品質保証課

開発拠点の品質管理部隊も，管球事業部長，ある等が設けられた。品質管理課が，この時期に品質

いは，電子事業部長の直轄組織であった。例えば，保証部に拡大，再編された背景には，半導体の需

60年代初頭まで半導体の品質管理を担ったのは，要分野の拡大によって，新製品の品質設計に関連

電子品質管理部の中の半導体担当であり，６８年にする業務と，ユーザーに品質，信頼'性を保証．認

は，集積回路技術部の中に信頼性担当というボス定する業務がその重要性を増したことがあったと

トが設置された8。いよいよ74年に半導体事業部される。品質管理部隊の主な業務をそれまでのよ

が新設され，同事業部長直属の半導体品質保証部うに量産製品の品質維持に限定することができな

が誕生し，さらに，８２年の半導体事業本部の発足〈なったのである。８０年代に入ってからは，量産

に際しては，半導体品質保証部に加えて集積回路工場の品質管理組織の整備がさらに進み，８３年４

品質保証部が新設された９（図４)。月に，従来のトランジスタエ場の品質保証部が多

一方，量産工場では，５８年に川崎に新設された摩川工場品質保証部へと拡大された上，８５年４月

トランジスタエ場の検査課が品質管理業務を担当には姫路工場と大分工場にも半導体品質保証部が

していたが，６３年に，同検査課が品質管理課に改設けられた。

編された。さらに，７０年４月に，同課は品質保証

図４東芝の半導体事業の組織変遷

半導体事業部発足時の組織表半導体事業本部発足時の組織表
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出所：東芝半導体事業本部「東芝半導体事業35年史」1991年，220頁。

さて，品質管理組織に関るもう一つの論点としれについて述べておこう。当時の大手の日本半導

て，開発拠点と地方量産拠点間の関係がある。そ体メーカーにとって，開発拠点は新製品の品質管
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経営志林第41巻ｌザ2004年４月２３

仕様書に従って品質検査を行う際のチェックポイ

ント，及びデータの活用方法をオペレータに指導

したのはエンジニアであった。また，製造ライン

でトラブルが起ったとき，チップの不良如何の鹸

終的な判断を下したのもエンジニアであり，かつ，

その不良原因の解明においてもエンジニアの貢献

が大きかった。品質検査のデータを多く保有して

いたのは，エンジニアであったからである。それ

に，不良の原因が解明できた場合も，どのように

その解決に収組むかを主としてエンジニアが決め

た。このように品質管理活動においてエンジニア

が大きな役割を果たしたことは，技術進歩が激し

い半導体産業の特性に負うところが大きいように

思われる。

しかし，半導体の品質管理活動において欧米企

業と比べ，日本企業の重要な特性はなかったかと

いう疑問が直ちに浮かび上がる。もしかりに，各

国の半導体メーカー間の品質管理活動の相違が存

在するならば，それは，かならずしも産業の特性

という要因だけでは説明できない何かがあったと

いうことになる。

実際，品質管理組織が整えられていく中で，日

本半導体メーカーの品質管理活動に際してエンジ

ニアとオペレータ間の協力が多く見られた上，そ

の`性向，立場を異にするエンジニアの間の協力も

頻繁に現れた。品質管理部門のエンジニアやオペ

レーターはもとより，他の部署ないし他の機能を

担当する構成員まで巻込んで品質管理活動が行わ

れたのである。集団的な取組みといえる特徴であ

る。実は，この現象は日本の半導体メーカー限ら

ず，戦後の日本企業で広く見られた'2．本稿では，

この集団的な取組みを日本半導体メーカーの特徴

として重視したい。これらの点を踏まえて，本節

では諸櫛成員の協力に焦点を合わせてその実態の

解明を試みる。

理を担当し，地方量産拠点は量産段階の製品の品

質管理を担当するという役割分担がほぼ固まって

いた'0゜例えば，東芝は，開発拠点では新製品の

品質管理に集中し，餓産工場では鐘産品の品質管

理に集中するという役割分担をはかった。富士通

もほぼ同様であったとされる。たとえば，７０年代

の場合，新しい半導体製品の品質管理は川崎の開

発拠点の信頼性技術部／信頼性保証部が担い，量

産チップの品質管理は，会津若松工場の品質管理

部が担当していた。

そして，基本的な仕様が開発拠点で決められて

いたので，量産拠点，あるいは量産工場は，仕様

の変更の裁量が相対的に限られていた。その意味

では，中央集権的な色彩が濃かったといえよう。

例えば,ＮＥＣでは，開発拠点の玉川工場の信頼

性技術部隊と品質管理部隊が仕様轡を決めており，

この仕様書に従って，地方の量産拠点の品質管理

部門が詳細な細部仕様を決めた。基本仕様は開発

拠点で決められたのである。ＮＥＣの開発拠点は，

品質仕様書により地方の量産工場（製造分身会社）

をコントロールしており，それゆえ，７０年代まで

は「玉川サイドの意向が強い時代」であったとい

われる川・

富士通の場合も，仕様書を始めとして，工場運

営全般について開発拠点が量産工場をコントロー

ルしており，量産工場の品質管理部隊は，本社が

決めた事項を充実に遂行することを第一の課題と

していた。組織の面においても，８０年代前半まで

会津若松工場の品質管理部隊は本社品質保証統轄

部の傘下組織に過ぎなかった。品質管理の組織そ

のものが中央集権的であったのである。武蔵工場

が開発拠点と主力量産工場を兼ねていたという点

で，日立は，日本の大手半導体メーカーの中で異

質的であった。但し，関連会社との関係からする

と，武蔵工場の品質保証部が，関連会社の品質保

証部隊を統括，指導しており，関連会社のパトロー

ルチェックをも武蔵工場の品質保証部が主管して

いた。中央集権的特性がかいまみられる。

（１）エンジニアとオペレータの協力

すでに述べたように，品質管理活動を進める上

でエンジニアの役割が大きかったが，人数的に圧

倒的に多かったのはオペレータ，あるいは現場労

働者の方であった。例えば，７０年代の九州ＮＥＣ

の品質管理部ではオペレータが７割で，エンジニ

アが３割であった。同じ時期の日立の半専体事業

3．集団的な取組み：構成員間の協力

半導体の品質管理活動においてはエンジニアが

主導的な役割を演じる場面が多かった。例えば，
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部の品質管理部隊でも，オペレータとエンジニア

の比率は，九州ＮＥＣとほぼ同じであったとさ

れる。

これだけ高い比率を占めるオペレータの協力を

抜きにして，品質管理が十全に行われるわけには

いかなかった。半導体チップの品質を製造過程あ

るいは生産過程で作り込むためには，オペレータ

の協力が欠かせなかったのである。その限りで，

オペレータの協力も日本半導体メーカーの品質管

理のキー．ファクトーといえよう。そこで，オペ

レータの協力の中身を具体的に見ておこう。

まず，ＮＥＣの事例では，エンジニアが作成し

た仕様書とおり作業を行なったにもかかわらず，

生産に不具合が発生する場合も少なくなかった。

その際，現場で直接作業を行っていたオペレータ

が，不具合の原因について詳しかったので，不具

合の原因の情報をエンジニアへフィードバックす

る形で協力し続けた。また，東芝でも，半導体の

品質管理を担当するエンジニアは，不良の防止の

ために常に現場のオペレータの意見を聞き回った

とされる。現場のオペレータが現場のことを一番

よく知っているので，彼等の意見を聞くのが不良

防止のための最も手っ取り早い方法であると認識

されていたからである。三菱電機の事例では，熊

本工場製造課の某Ｑｃサークルは，後工程の配線

不良の解決のために，かつ，ダイポンド不良の対

策として，装置のメンテナンスを担当する「テク

ニシャン」だけでなく，技術スタッフ，つまりエ

ンジニアにも働きかけ，相互に協力を重ねたとい

われる'3．

品質管理活動における緊密な協力が可能になっ

たのは，日常的な活動においてエンジニアとオペ

レータの間に頻繁な接触や共同作業が行われたこ

とに負うところも大きい。例えば，夏季休暇や冬

季休暇，あるいは工事が終了した休暇明けの前日

に，エンジニアとオペレータが一緒に工場や装置

を防塵シートで覆ったり，片づけたり，清掃をし

たりする作業を行った。また，クリーンルーム内

の日々の清掃等もエンジニアと現場作業者が一緒

に行った上，職場行事にもエンジニアと現場作業

者が一緒に参加した。

なお，生産現場の小集団活動が活性化され，そ

れを品質管理のシステム内に取込んでいたことも，

日本の半導体メーカーの間の共通点でり，欧米半

導体メーカーとの違いであった。日本の製造業に

広く見られるＱｃサークル等の小集団活動が，日

本の半導体メーカーにもよく観察されるので

ある川。

日本の半導体各社の小集団活動は，Ｑｃサーク

ル，小集団プログラム，ＭＭＭ（無駄，むら，無

理）運動15あるいはＭ１運動，ＨＲ（HighReliabi-

lity）運動など様々な名称で呼ばれたが，その内

容はほぼ同じであったように思われる。各社の事

例について少し立ち入ってみよう。九州ＮＥＣの

小集団活動は，製造部の係単位で行われ，７６年

｢問題解決訓練｣，７７年度以降は「ＱＣチーム活動」

とそれぞれ称された。山形ＮＥＣは，７０年代後半

に入ってそれまでの「個人別目標管理」を解消す

る代りに，４人～６人からなるＱＣサークルの普

及を図り，そのサークルの数が，７８年に，271,

82年10月に，440に達した'6゜それに伴って，改善

提案の件数もうなぎ登りになった。

日立半導体事業の小集団活動で先行したのは，

やはり半導体主力工場の武蔵工場であった。武蔵

工場では71年～75年，第１段階の小集団プログラ

ム計画が施され，主として教育に力が注がれた。

75年９月からは個別作業場レベルまで小集団活動

が導入され，７６年，ＭＭＭ運動へ展開された上，

77年には提案制度もスタートした'7･富士通半導

体事業部の提案活動とグループ活動は全社的な

ＨＲ運動の一環として行われたが，この際のＨＲ

運動は，ポトムアップの改善活動が中心であっ

た'8・三菱電機熊本工場の例では，７８年にそれま

でのＺＤ（ZeroDefect）連動を小集団活動に改称

し，小集団活動の活性化を図った結果，８０年，同

工場の製造課だけでも，２０の小集団グループがで

きたといわれる。主な活動は，６カ月をめどに職

場のテーマを取上げ，改善活動を進めることと，

体験の発表会で報告することであった19。

このように現場に詳しいオペレータの自発的な

協力があったからこそ，日本の半導体メーカーに

は「不良品の生まれる工程を徹底的に改善するこ

とによって，不良品の出ない工程を作る。すなわ

ち，品質を（生産過程で）作りこむ｣”ことが可

能になったのである。そして，品質を生産過程に

作り込むということは，品質管理において不良発
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(よ「工場診断」が行われたが，この仕事は品質管

理部の技術者と技術部の技術者が共同で遂行した。

ＮＥＣの半導体の開発・設計拠点においても，

デザインレビューに際して，技術部のエンジニア

と品質管理のエンジニアが一緒に問題を改善しよ

うという意識が強かったといわれる。エンジニア

全員が品質管理の担い手のような姿勢で品質管理

活動を行い，工程チェック跡という品質管理部門

の機能を製造部所属のエンジニアが果たしたこと

もあった。

無論，半導体エンジニアの間に立場や意見の相

違，対立がなかったわけではない。すなわち，設

計エンジニアと製造エンジニアの間はもとより，

製造エンジニアの中でも，製造部や技術部の製造

エンジニアと品質管理専門のエンジニアの間には，

ぞれぞれ役割，立場，見解が異なった。

製造エンジニアの最優先課題はコストの節減で

あった。彼らは，チップの量産を早く立ち上げる

ために，あるいは，歩留りを早く高めるために，

不良解析等の品質管理活動を行ったが，最終的な

目標は，如何に安く利益を上げつつ量産製品を出

すかにあった。しかし，品質管理部門のエンジニ

アの立場は異なった。例えば，品質管理部門はユー

ザーとの接触が多かったので，社内だけでなく，

ユーザーの要求に配慮する面が強く，しばしば

｢第３者的な立場」をとった。いいかえれば．ユー

ザーからクレームが出ないように，あるいは，ユー

ザーからの信頼を損なわないように品質を最優先

しⅢ結果的に，コストの面への配慮はおろそかに

なった27。そうなると，コストの節減をめぐって，

一般的な製造エンジニアと品質管理専門のエンジ

ニアの間に意見対立の可能性が高くなる。品質管

理部門の厳しい検査に対する，製造現場からの不

満，脅威の声も珍しくなかった。元品質管理部隊

のエンジニアが，日常の時間のかなりの割合がエ

ンジニア間の話し合いや議論によって占められて

いたと証言しているのも．このためであろう鄭。

このようにそれぞれの担当エンジニアが責任をもっ

て，お互い引くことなく主張し合ったから，協力

の重要性が満まったともいえる。

ところで，品質管理部門のエンジニアの権限の

強さは企業によって少しずつ異なり，特に，日立

は，品質管理部門の力が強かったとされる。例え

生後の対処より，不良の事前防止を重視するとい

うことを意味する訓。これは，事後検査中心の品

質管理を重んじていた米半導体メーカーとのもう

一つの相違点でもあった22。

（２）エンジニア間の協力

一般に，品質管理において日本企業の集団的な

取組みをもっともよく象徴するのはＴＱＣ（全社

的品質管理）であろう。ＴＱＣとは設計，製造，

販売，企業のトップ，ミドル，現業の全員が，体

質改善という目的をもって品質の向上にあたるも

のであるが２３，品質管理の手法が最初に導入され

たのはアメリカよりであった。しかし，周知のよ

うに，アメリカ型の品質管理は品質管理スタッフ

が主体であったが，日本に定着する過程で全員参

加型のＴＱＣに変形された。実は，品質管理のも

う一つの流れとしてアメリカより導入されたＺＤ

運動も，アメリカでは現場労働者，ないしオペレー

タが主体であったが，日本で定着していく過程で

は全員参加型に変った。品質管理における集団的

取組みが日本企業の間にかなりの一般性をもつ現

象であったことがわかる。

さて，日本の半導体メーカーも，７０年代後半に，

本格的にＴＱＣを展開した。ＴＱＣによる品質改

善の効果は，他産業より半導体産業において著し

かったという主張すらある劃。先述のＴＱＣの定

義からいうと，半導体メーカーがＴＱＣ活動を活

発に行ったということは，品質管理に際してエン

ジニアとオペレータの協力だけでなく，エンジニ

アの中の諸グループの間の協力も多く見られたと

いうことを示唆する。

ＮＥＣの事例を中心に品質管理に際しての，半

導体エンジニア間の協力について述べておこう。

60年代後半のＮＥＣは，信頼性に絡む品質問題が

多く，やりこなすべき品質管理業務が広かった。

そのため，品質管理部門だけでは手に負えず，技

術部との密接な協力が不可欠であった。例えば‘

九州ＮＥＣでは，品質管理の担当者と技術部の人

が定期的に「技術連絡会議」を開き，かつ，技術

部，品質管理担当者，現場のオペレータが一緒に

なって現場を回り，問題点を発見，指摘するとい

う｢Ｑｃパトロール｣薮活動を行なった。また，当

時，ＮＥＣの半導体工場では，能力調査，あるい
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ば，日立の品質管理担当者は半導体の工程検査ご

とに現場に常駐して，問題が発見された場合，特

別採用，シャットダウン，製造停止，出荷停止等

を行なう権限をもった２，・日立の半導体事業部で

は，基本的に設計，製造，品質管理の三つの部門

が「三権分立」の上でバランスをとることを目指

し，品質上の問題に対する最終的な決定には品質

管理部隊の発言権が強かった。品質管理部門は各

方面から品質についての情報が集まるところなの

で，品質関連の豊富なデータをもっていたからで

ある。

「三権分立」を強調するということは，品質管

理の推進を品質管理担当者のみの仕事と見倣す欧

米企業のプロフェショナリズム抑に近い発想であ

り，その限りでは，日立半導体事業部の品質管理

の姿勢は，日本の他社より米企業に近かったとい

うことができるかもしれない。ただし，日立もエ

ンジニアとオペレータ間，諸エンジニア間の協力

が多くみられたことから，米企業との相違も明ら

かである。

る最大の特徴であったということができる。

さて，半導体の前工程で不良が集中するところ

は二つある。一つは，作業者がピンセットで摘ま

んだことによってウエハにキズがつくというウエ

ハ回りの不良であり，もう一つは，ウエハの表面

の不良（汚染，もしくは，酸化膜の異常）である。

前者の不良は手作業の過程で発生するので，こ

の類の不良を減らすために，手作業を減らす工夫

が加えられた。例えば，搬送の自動化等によって，

人がピンセットでウエハを摘まむ作業を省いていっ

た。但し，搬送の自動化は必ずしも日本の方がア

メリカより進んでいたといいきれない。例えば，

ウエハの搬送制御をシステム化した最初のライン

は，IBMEastFishkill工場のＱＴＡＴラインと

いわれる型。

一方，後者のウエハ表面の不良は清浄度の維持

と直接関係するものが多い。そこで，このウエハ

表面の不良について，もう少し詳しくみておこう。

前工程において，８０年代中ぱにシリコンウエハ表

面の最も重要な汚染源は人体分泌物であった（表

1）。人が最も重要な汚染源であったことが示さ

れる。また，1980年において，半導体製造施設の

発塵源をみると，作業者と作業環境（空調システ

ムや水処理など）が重要であった（表２）。人と

作業環境が二大の汚染源になっていたので

ある郷。

４．エ程別の品質管理活動

半導体の製造工程は，大別して前工程と後工程

に分けることができる。前工程とは，シリコンウ

エハに酸化膜を作り，そこに電気回路を作り込む

工程である。後工程とは，完成したウエハ上の半

導体チップを１個ずつ切り分け，良品チップをリー

ドフレームに乗せ，チップ上の薊極とリードフレー

ム上の電極を細い金線で接続する工程である３１゜

この二つの製造工程の間には品質管理の仕方がか

なり異なった。この点に注目して，前工程と後工

程それぞれの品質管理活動について検討してお

こう。

表１シリコンウエハ表面の付薗物

Ｄ１ｌｕ（鰹の墨蹴成-1弓

盗料：田丸啓吉・羽田祐一・小宮啓義編「超ＬＳＩ工

場蛾新技術集成第１綱一ＦＡシステムと工場レ

イアウトー」1986年，リア・ライズ社。139頁；

同「第２繍一最新プロセスと自動化一」1986年，
147頁。

（１）前工程の品質管理：清浄度管理を中心に

後工程は，いちおう酸化膜が作られてから行わ

れる作業なので，清浄度管理はそれほど重要な課

題にならなかった。しかし，前工程はすでに述べ

たように，酸化膜を作る工程なので，作業環境に

おける高い清浄度の維持が極めて重要であった。

いわゆる「クリーン度」の維持であるが，これが

後工程と比較して，前工程の品質管理活動におけ

付若物の種類 個数 比率（％）

人体分泌物（ふけ，あか等）

繊維粉（無塵衣，下着等）

拭き取})材（治工具清掃用）

残存レジスト片

シリコン磁片，石英粉末

2３ 

４ 

２ 

６ 

1１ 

その他（膜の異常成長等） ’４ 妬８４，理８
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作業環境に関わるもう一つの汚染源の水につい

ては，水処理装置への投資が活発に行われた。例

えば，７０年代半ば，東芝の半導体工場では，バク

テリアやコロイドを完全に除去する超純水製造プ

ラントが稼動されはじめた36･富士通は，７０年代

にオルガノ等の企業と密接に情報交換しながら，

純水プラントを開発，導入していた37.ただし，

富士通半導体工場の水処理レベルが格段に上がっ

たのは，８０年代半ばよりといわれる鯛。

他方，日本の半導体メーカーが，もう一つの汚

染源の人についても，人体発塵の低減に努力を払っ

たことが示される。九州ＮＥＣが，歩留まりの向

上を図って，「ゴミ子」と呼ばれる，ゴミのデー

タを専門的に集める女性を現地採用したことは，

有名な話しである。また，無塵服の着用によって

も人体発塵を減らした。表３は，無塵服を着るこ

とによる効果の－事例であるが，それによると，

無塵服を着ることによって，発塵が50分の1～

100分の１に減っていることがわかる。

それに，人体発塵の低減のために，洗浄の自動

化も進められた。前工程の中では洗浄作業の自動

化が最も早くから進められ，８０年代半ばの段階で，

米国における洗浄自動化が日本より数年遅れる等，

洗浄の自動化で日本の積極性が目立った。そして，

洗浄の自動化も，前述の清浄施設の建設と同様に，

積み上げ的に行われた。例えば，７７年頃から乾燥

工程の自動化，７８年頃から液給排の自動化８２～

83年頃から完全無人化がそれぞれ行われた鋼。

では，なぜ，アメリカ企業に比べ，日本企業が

清浄度管理に積極的であったのか。さしあたり三

つの理由が考えられる。第１に，品質管理とコス

トの関係について，事業部のトップ，あるいは企

業のトップの認識の差が日米企業間にはあったよ

うに思われる。すなわち，米企業は品質管理はコ

ストを上げると捉えているのに対して，日本では

品質管理はコストを下げると看取していたとされ

る`０。実は，前述のＴＱＣの発想の特徴が，適合

品質の向上とコスト低下の両立にあることは，し

ばしば指摘されるが４１，これが正しいとすれば，

半導体メーカーのＴＱＣ自体が，日米の半導体メー

カーの認識の差を現しているといえよう。

第２に，日米間には半導体チップの欠陥につい

ての考え方も異なった。米半導体メーカーは，目

表２半導体製造施設における発塵源寄与率の変遷

単位：％

資料：田丸・羽H1・小宮編、前掲轡，「超ＬＳＩ工場餓

新技術集成第１編｣，174頁。

このウエハ表面の不良の防止に日本企業の積極

性が際立っており，こうしたクリーン化技術の確

立が日本の半導体産業の発展を支えた重要な功績

の一つといわれる狐。汚染源が作業環境と人の二

つであっただけに，汚染源を減らすための努力も，

この二つの方向に向けられた。

まず，作業環境についてであるが，この汚染源

を防ぐために，空気と水の清浄度を維持できる施

設を設けた。具体的に，空気の清浄度を高めるた

めには，クリーンルームを建設した。ただし，６０

年代においては，前工程の生産ラインの全部では

なく，特に高い清浄度が要求されるスペースだけ

をクリーン化した。「クリーンベンチ」とよばれ

る施設である。しかし，７０年代半ばに入り，日本

の半導体各社は，前工程生産ラインの全スペース

をカバーする「クリーンルーム」の建設にとりか

かった。例えば，７４年，関西ＮＥＣが，ＮＥＣグ

ループではじめてオールダウンフロー方式の空調

を採用した。九州ＮＥＣも78年１月に稼動開始し

た第２ＭＯＳ拡散ラインに清浄度グレードＡの作

業室を設けた鶴。東芝の場合，７３年頃には，多摩

川（川崎市）トランジスタエ場に完全なダウンフ

ロー方式のクリーンルームを設置した上，大分工

場でも75年から新クリーンルームの建設に取組ん

でおり，日立も70年代後半に当時としては高水準

のクリーンルームを建設した。

こうした事例から70年代半ばを境目に，本格的

な高清浄度施設が相次いで設置されたことがわか

る。そして，最初のクリーンベンチからクリーン

ルームへ進化し，かつ，クリーン化技術の日進月

歩に支えられクリーンルームの清浄度が徐々に高

まったことから，日本半導体メーカーの清浄度管

理に積上げ的な性格がみられたといえる。

1980年 1985年 1990年

環境 4０ 2０ 1０ 

製造装置 1０ 3０ 4０ 

素材・資材 1０ 2０ 4０ 

作業者 4０ 3０ 1０ 
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表３１人当りの祭鹿協

111位：1,000個／分・人

4８ 

７ 

１６ 

4（ 

【
】

】･Ｕ

資料：{H九・羽田・小宮編，前掲111:，「超ＬＳＩ工jillijIk新技術集成簾１編｣，139頁。

分が生産したものの良い面を強調する特徴があり，

もし，不良が出たとしても，交換すれば済むとい

う発想をもっていたのに対して，日本企業は，自

らの製品のデメリットを重視し，できる限り，完

全なものでなければ，出荷しないという考えが強

かったといわれる。また，アメリカの場合，軍需

用半導体の供給の経験の影響もあって，ユーザー

が「許容する不良率｣，あるいは「合格品質水準」

があった。不良率が一定水準以下であれば，ユー

ザーがそれを問題視しないということである。つ

まり，ある比率までは不良が許されたのである。

例えば，７４年頃，松下通信工業で購入するＬＳＩ

の受入の際，輸入品では１％以内の不良はクレー

ムの対象にもならなかった。契約による限定責任

的な考え方の典型である'2゜こうした限定責任的

な考え方が，日本の半導体メーカーの間には極め

て希薄であった。

第３に、日本の場合，国内の烟卓用ＩＣ需要が

早く立ち上ったことによって，ＭＯＳ・ＩＣへのシ

フトが早かった点である。ＭＯＳ・ＩＣは，米企業

が得意としたバイポーラＩＣに比べ，半導体の表

面に不良が起りやすいので，ウエハ表面の品質管

理が重要であった。このウエハ表面の品質管理の

重要な内容が清浄度管理であったのである。

後工程における品質管理は，自動化との関わりが

重要であった。

筆者の行ったインタビューによると，後工程の

自動化によって品質管理を行いやすくなった面が

あった。自動化の主たる目的の一つが手作業への

依存に起因する品質のバラツキを小さくすること

であって，事実，自動化によって品質のバラツキ

はかなり小さくなったとされる。そうであるなら

ば，自動化によって品質管理活動を行いやすくなっ

たという諸証言は，当時の実態を比較的に正確に

現しているといえよう。それに加えて，自動化に

よって「タイム・シェアリング品質管理」（Time

SharingQualityControl）が可能になったこと

も，品質管理活動を容易にした要因であるように

思われる。「タイム・シェアリング品質管理」と

いうのは，一定の時間ごとに品質をチェックする

ことである。自動化される前の段階に，特に後工

程では人の手作業が多かったので，品質管理も

｢人を単位」にして行わなければならなかったが，

自動化が進むことによって，時間を単位とする品

質管理活動が可能になったのである。それに伴っ

て，品質検査の方式が全収検査から抜取り検査へ

変化するケースが増えた上，検査の回数も減少し

た。品質管理が行いやすくなったことが示される。

しかし，これは，自動化が品質管理活動に与え

た影響の一面にすぎない。つまり，自動化は品質

管理活動にこうしたプラス面の影響だけをもたら

したわけではない。手作業が多かった時代に築か

れた品質管理体系を自動化時代にもそのまま維持

（２）後工程の品質管理：自動化との関係を中

心に⑬

一方，後工程では，本稿の分析時期に限って，

自動化がかなり重要なできごとであった。従って，

粒径０３ミクロン以上粒径0.5ミクロン以｣二

普通作業服 無塵服 普通作業服 無塵服

３４９９２３２７ １１４３５６９５ 
３８ ４４ ５４ 

１ ００００００ ５２７６４６ ４９４１２３ 巳。●。０ヶ、▽●▼■４３３４４５ 
９２０００ ３０８４４ ３３９２２ 
０００ ２０２ １８９ ２２２３２２ ６４６２６４６０ ●●の●■●●ｐ声、７８４０７４６１２２３４５ 

聡
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するには無理が伴ったからである。実際，自動化

によって，品質管理上の新たな課題が提起された

例が稀でなかったことは，当時のエンジニアの証

言によってうらづけられる。以下では，自動化に

よって現れた新たな品質管理上の課題，それへの

半導体メーカーの対応を見ておこう。

いえよう。

具体的に，品質管理部隊は，自動化機械の稼動

に際して，品質の変動やバラツキを機械ごとに管

理することに注意を多く払い，品質管理のパラメー

タや管理項目の設定，及びチェックという，いわ

ゆる「インプロセス」管理を強化した綱。そのた

めに，一般「作業者に対する」品質管理教育が重

視された上，機械のチェック頻度を増やす例も現

れた45゜それに，前述で繰り返し強調した集団的

な取組みが自動化への対応においても現れた。例

えば，エンジニアと一般作業者がチームを組んで

行う「パトロールチェック」という形で，前述の

｢タイム・シェアリング品質管理」を実施し，不

良の予防を図った゜こうした設備トラブルの事前

予防をより洗練したのが，８０年代に入ってからの

TPM（Totalproductivemaintenance）活動で

ある。

一方，導入された自動化機械の中には高価なも

のも多かったので，各社は，投資コストの回収を

強く意識するようになり，そのため，機械の無理

な稼動，そして，それによる設備の故障の可能性

が高まった。すなわち，設備を無理に稼動する場

合と，余裕をもって注意しながら稼動する場合を

比較すると，故障率の差は顕著であり，それが製

造歩留まりにも影響した。当然ながら，機械が故

障すると，品質への悪影響が出ており，それゆえ，

品質管理のためにも，自動化機械の維持・メンテ

ナンス作業が重要になった。しかし，それを担う

人材が品質管理の組織内では少なかったため，品

質管理部隊が自動化機械の維持・メンテナンスを

行うことはできなかった。別の組織，人材が必要

になったのである。ＮＥＣの例では，製造装置の

メンテナンスは，技術部の中の設備保全グループ

と現場の中の保全グループが担当した。前者は当

初から設備エンジニアとして採用された人，後者

は現場のオペレータの中から移動した人がそれぞ

れ中心であったが，後者の現場のオペレータ出身

が多数を占めていたといわれる。富士通では，半

導体の設備技術部１６が存在し，そこに「テクニシャ

ン」と呼ばれる人達が属しており，彼らが自動化

機械の維持・メンテナンスを行ったとされる。な

お，内部の人的構成においても，ＮＥＣと類似し

ていた。つまり，最初から機械のメンテナンス業

①「マシーン管理」の必要性の台頭とそれへの

対応

後工程に手作業が多かった時期には，品質の要

素の中，現場作業者によって左右されるものが多

かった。そのため，機械の状態の変化によって不

良品が発生する場合にも，作業者がその変化に気

づくことができ，早く対処することができた。

しかし，自動化が進むことによって，その自動

化機械についての作業者の知識は限られるように

なった。しかも，ほとんどの場合，導入される自

動化機械が当時としては最先端のチップの製造の

ためのものであったので，機械についての作業者

の知識不足という問題はより深刻になった。品質

管理部隊も同様な問題点に直面しており，例えば，

｢どうやって設備能力を見抜いてその能力を引き

出すか」についての知識は，ほぼ皆無であった。

品質管理部隊にとって，自動化に伴い「設備がブ

ラックボックスになり，何をしていいかが見えな

いし，分からな」〈なったのである。

そして，自動化が進んだ段階で，機械によるト

ラブルが起ると，その被害の規模が莫大になった。

というのも，製造ラインが自動化されると，一度

不良品が出始めた場合，あっという間に大量の不

良品が作られ続き，一時的には100％不良が出る

ケースさえあったからである。また，機械の操作

のミスだけでなく，些細な条件設定のミスによっ

てもⅢ大量の不良が出る恐れがあった。

それゆえ，品質管理部隊としては，自動化機械

の状態をより徹底的に管理しなければならないと

いう新たな課題を抱えるようになった。つまり，

自動化以前の段階では，品質管理の業務の重点が

１人々の従業者の作業ぶりを管理することにおか

れたのに対して，自動化マシーンの導入が進んで

からは一台々の自動化機械の稼動状態を管理する

に品質管理の重点がおかれるようになった。「マ

シーン管理」活動のウエートが急激に高まったと
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務に携わった人と現場のオペレータ出身の人から

なっており，大部分は現場のオペレータ出身であっ

た'7゜東芝では，製造部の中に製造装置のメンテ

ナンス部隊があったし，日立の場合は，７５年頃か

ら，生産技術部の中にＰＭ（PreventiveMainte

nance）グループが設けられ，自動化機械のメイ

ンテナンス作業にあてられたが，同グループの人

達はベテランのオペレータの出身が多かったとさ

れる。

彼らの業務は，機械のトラブルへの対応，搬送

やハンドリングの維持・管理，定期点検，（トラ

ブル対応や定期点検のための）基準書作成，機械

の改造・改良等，多岐に渡るが，トラブルが起っ

たときの対応だけでなく，自動化機械の定期点検

を中心に事前的な故障予防にも取組んでいたこと

は特記に値する。

４．終りに

６０年代から80年代前半にかけて，日本の半導体

メーカーは，競って品質管理組織を整えていって，

品質管理活動において開発拠点と地方量産拠点の

間に，垂直的な役割分担もできあがった。

組織が整備されていく中の具体的な品質管理活

動で，米企業と大きく違う特徴が見られた。第１

に，エンジニアとオペレータの間に，かつ，諸組

織のエンジニアの間に協力が多く見られた。集団

的な取組みであり，ＴＱＣ，ＺＤ運動の定着過程

で現れた日本企業特有の現象といえる。品質を製

造工程に作り込むことを可能にしたのも，この集

団的取組みであった。もちろん，各自の立場，見

解が常に一致したわけではなかったが，激しい議

論の中で意見が調整されたので，品質管理活動の

成果が高まった。第２に，前工程の清浄度管理に

いち早く取組んだこと，後工程で自動化の推進と

連携する形で品質管理活動を行ったことも，日本

半導体メーカーの品質管理上の重要な特徴であっ

た。第３に，清浄度管理の推進において積上げ的

な特徴が見られ，これは，現場を重視する日本企

業の積上げ的な技術進歩の仕方が，清浄度管理関

連の設備投資にも現れていたことを示している。

他方，日本の半導体産業の成長期における品質

管理活動は，次々と台頭する新たな課題への対応

の連続でもあったが，こうした対応に日本企業は

積極的であった。例えば，品質管理組織の整備や

役割分担自体が新たな課題への対応であった上，

後工程の自動化に伴う課題にも日本企業は素早く

対応した。それに，前工程で要求される高い清浄

度水準を維持するためには，巨額の投資が必要で

あったが，日本企業はそういった課題にも積極的

に対応した。

最後に今後の分析課題を二点ばかりあげておこ

う。第１に，本稿では，主に企業内での品質管理

活動やその組織を検討したが，実は，品質管理活

動を行う上では，半導体のユーザー，半導体材料

メーカー，半導体装置メーカー等との関わりも重

要である。その意味では，本稿はかなり不完全な

分析にとどまっている。従って，こうした品質管

理をめぐる企業間関係の解明が次の分析課題にな

る。第２に，ＴＱＣでみられるように，品質管理

②不良多発エ程及び材料の問題への対応

自動化に伴う品質管理上のもう一つの難題は，

元々不良が多く出る工程があったことと関わる。

製造プロセスの中で，各細部工程別には不良率の

差があり，とりわけ，不良品が出る確率が高い工

程があった。こうした工程の特性を十分に考慮し

ないまま，自動化を進めると，その工程から大量

の不良品が発生してしまう。よって，不良が多い

工程のインプロセス管理のためのデータ分析が重

要になった。そして，これは優れて品質管理固有

の活動であった。

後工程の自動化の推進速度が速すぎる場合，材

料との関係が問題になるケースも続出した。自動

化に伴って，半導体の製造に使われる材料と関連

する新たな品質管理の課題も提起されたのである。

例えば，半導体のボンディングに使われる配線材

料の選定が悪い場合に，ボンディング工程の自動

化を急速に進めると，「後になって品質確認をやっ

たら，全部捨てなければいけない」という事態に

追込まれた。それゆえ，最初からポンディングエ

程での新たな材料選定を含めて品質管理を行わな

ければならなかった。実際，こうした材料の選定，

及び評価に中心的役割を果たしたのが品質管理部

隊である。そして，こうした活動には半導体材料

メーカーとの緊密な協力や情報交換も大きく寄与

したとされる。
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活動には，製造エンジニアだけでなく，設計エン

ジニアも携わってきた。それゆえ，品質管理活動

は，設計と製造の関係やその変化というもう一つ

の重要な論点を解明する上で，貴重なプリズムに

もなりえる。この分析課題にもチャレンジしてみ

たい。

９８９年1011に，集積回路品質保証部は半導体品質

保証部に統合された。

１０ただし，Ｍ１発拠点と還産拠点の地理的距離は，

企業ごとに異なった。例えば，ＮＥＣと齋士通の場

合，７０年代に入ってから。開発拠点と鎚産拠点が

地理的に離れるようになったのに対して，東芝は

開発拠点の川崎に主力戯産工場の一つも同居する

形であった。

１１ＮＥＣの最近の品質保証体系は，必ずしも中央集

椛的とは限らない。例えば，日本電気の半導体事

業グループの品質保証部門は，半導体品質保証本

部，製品担当事業部の信頼性品質管理部ｌＩｕｌ，生産

工場の信頼性品質管理部門の３段階に分けられ，

それぞれの対等な役割が明確にされている（ＮＥＣ

「半導体品質／信頼性ハンドブック」1997年，６頁)。

従って，開発拠点によって地方量産工場が強くコ

ントロールされたこと目体が半導体産業の成長期

に限っての特性であるという仮説が検証に値するｃ

ｌ２露永・野[}１，１iii褐論文，179頁。

１３「工場管理」第27巻第７号，1981年６月，８７～

８９頁。

１４６０年代前半にアメリカから導入されたＺＤ運動

が，当時の品衝管理に大きく影響し，小架団活動

はＺＤ運動の一方法として行われた傾向があり，

それゆえ，小集団活動は，６０年代前半から一部の

日本企業ですでに実施されていた。ただし，小集

剛活動は，７０年頃よりＺ、迎動と独立の活動になっ

ており，とりわけ，小乗Ｈ１活動は，労働者の「自

主`性」をより重視するという面でＺＤ運動と異な

る（労働者調査研究会「小染団活動で搾取強める

最初のＺ、企業－日本電気一」「労働運動」1978年

１０月，205頁)。

１５ＭＭＭ運動，あるいは，Ｍ１運動は，６８年に帳

票の削減等．ＶＡの対象外の間接削減を目的に日

立で始まった迎助であり，オイルショック後は，

各工場ごとに１４１主目標を設定しながら展開された。

組織的には，本社及び各工場ごとに「Ｍ１推進セン

ター」を設悩する一方，各工場の職場内ではほぼ

１０人程度のj11.位でグループ化（小集団漏勤への全

貝参加）が行われた。その後，全従業員の原価意

識の向上や改善提案の増加など，全従業貝を巻き

込んだポトムアップの節約迎動へと発展した（｢財

界観測」1981年９月号，５２頁)。

１たとえば，灘永欣三郎・野１１Ｊいずみ「アメリカ

経営管理技法の日本への導入と変容」（山崎広り]・

橘川武郎編「日本経営史４：「日本的」経営の連続

と断絶」岩波書店，1995年，所収）；宇田川勝他

「[|本企業の品質腎理：経営史的な研究」有斐'31,

1995年｡

２この点については，拙稿「日本のＩＣ産業の初期

発展過程に関する研究：1960年代と70年代を[''心

に」東京大学大学院経済学研究科博士論文’２００２

年３月の序論で検討している。

３半導体のユーザーに品質，信頼性を保証する業

務を行う部隊を「検査部」と名乗る企業もあれば，

「品質管理部」あるいは，「信頼性保証部」を堵乗

る企業もあったといわれる。また，新製品の半導

体の,Ｈ１質認定業務を技術部が行う企業もあれば，

品質管理部が行う企業もあった。

４１１立製作所半導体事業部・武蔵工場，前掲111:，

1989年，３３頁。

５日立インタビュー（2001年91114日）：野澤祐輔

氏；Ｈ立製作所武蔵工場「武蔵工場20年の歩み」

1978年，４２頁；|]立製作所武蔵工場。前掲聾，１９８９

年，８０頁；「品質管理」1970年，Vol21NolL1970

年11月，５７頁。

６７０年代末から約５年間は，組織改編によって品

質管理部門の人員の約９割を製造部の所属に移動

させたこともあるという（日立インタビュー（2001

年９月14日）：野澤祐輔氏)。

７束芝についてのここでの叙述は，東芝半導体lL1j

業本部「東芝半導体事業35年史」1991年，198～

1991〔；東芝インタビュー（2001年８月２１]）：イｉ

井竹次氏；東芝（ＯＢ）の石井省次氏からの返信

（2003年５月26日）に依拠する。

８信頼性担当は，７０年４月にトランジスタエ場で

新設された品質保証部に吸収されたが７４年には，

また，半導体事業部長直轄の半導体品質保証部に

編入された。
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３２日本半導体メーカーの品質管理

16111形日本電気「山形日本電気20年史」1984年，

５１頁；「品質管理」Ｖｏｌ３１Ｎｏ２，1980年２月，１６

頁；同，Ｖｏｌ３４Ｎｏｌ，1983年１月，５５頁；「FQC」

No.232,1982年11月臨時増刊号，２８頁。

1７日立製作所武蔵工場，前掲鰈1978年，７５頁；

Davidson,Ｗ,,“SmallgroupactivityatMusashi 

SemiconductorWorks”，ＳｌｏａＪｚＭｍｚａｇｅｍｅ"ｔ 

ＲｅＵｉｅ皿,Spring,1982,ｐｐ２～６．８０年頃，武蔵

工場には360の小集団が存在したとされる。一般的

に，個人提案が錐礎となる提案制度を，Ｑｃサーク

ル形成後，日本企業はグループ提案も可としたが。

それは，Ｑｃサークルによる提案を受入れるためで

あったとぎれる（鱒永・野中，前掲論文，186頁)。

１８衞士通インタビュー（2001年７月31日）：吉岡秀

敏氏，福田猛氏。

１９「工場管理」第27巻第７号，1981年６月．８２～

８５頁。

２０「財界観測」1980年２月号，３６頁。このような

思想・行動は，半導体企業に限らず，戦後[1本の

加工組立メーカーに多く見られる。すなわち，日

本の組立メーカーは，ある工程内不良率を前提に

した検査の最適化よりも，工程内不良率そのもの

の低減，すなわち，「品質の作り込み」と「作業内

全数検査」（自主検査，作業内検査等）を重視し，

これが高い製品品質の源泉の一つとされてきた

（藤本隆宏「生産マネジメント入門（１）」日本経

済新聞社，2001年，271,273頁)。

２１福島清彦「ＩＣ産業と日米関係」「財界観測」１９８０

年６月号，３９頁。

２２編島，前掲論文，３９頁；日本電気半導体半業グ

ループ，前掲書，1997年，196頁。

２３霧氷・野中，前掲論文，180頁。既述したＺＤ運

動，ＱＣサークル巡動，品質管理教育等もTQCに

含まれる。

２４大和証券経済研究所「日本瓶気の研究」1982年，

６９頁。

２５日立の場合も，「パトロールチェック」を行なっ

たが，これは品質保証部のオペレータが機械単位

で抜取検査を行なうことを指しており，ＮＥＣの

Ｑｃパトロールとは違う活動である。

２６工程チェックとは，製造途中のチップの出来栄

えをチェックするとともに，実際の製造条件が仕

様樵と合致しているかをチェックすることである

（ＮＥＣインタビュー（2001年８月27日）：五十嵐勤

氏)。

２７例えば’鮫しい条件を設定して長寿命検査を行

う場合，時illlをかければかけるほど，不良品とし

て判定されるものが増えるため，検査歩留まり率

が低くなり，チップ１個当りのコストが｣二鼎する。

２８日立インタビュー（2001年９月14日）：野澤祐輔

氏。

２９特別採用とは，ユーザーの要求するコスト，納

入期限に合わせるために，ラインを止められない

場合に，ある期間内で，かつ，条件付きで検査基

準の緩和を認めることである。この際には，スク

リーニングによって補完することが多いといわれ

る。シャットダウンとは，機械を止める時間を約１

時間以内にすることであり，比較的に早く問題が

解決される場合に使われる。それより重い措置が

製造停止，出荷停止であるが，問題の解決に１～２

カ月がかかる場合もあったとされる。

３０石川馨「日本的品質管理」（増補版）日科技連，

1984年，３３～34頁。

３１菊地正典「半導体のすべて」日本実業出版社，

1998年，７４～75頁。

３２田九・羽田・小宮編，前掲書，「超ＬＳＩ工場蟻新

技術集成第１編｣，１５頁。

３３ただし，同じ表２で85年と90年にはこの二つの

発塵源の比璽が低くなる代わりに，製造装置や素

材・材料の比重が高まっているが，これは日本半

導体メーカーが70年代と80年代前半にかけて清浄

度管理を強化した結果であるともいえる。

３４０kimotoD，ｅｔａｌ（eds)，Cbmpetit〃eEblgej

theSemjconductorＤｚｄｕｓｔ７ＴｙＺｎｔｂｅｕＳＱ"ｄ 

ｃｍｐａＪＤ，1984,ｐ､６２；米山茂美・野中郁次郎「並

行競争が生み出すイノベーション」「ダイヤモンド・

ハーバードビジネス」第17巻第１号（1992年１．２

月号)，８７頁。

３５柳田邦男「日本の逆転の日（上)」講談社文庫，

1984年，３１，３６頁。

３６束芝半導体事業本部，前掲香，1991年，６３頁；

「Ⅱ経エレクトロニクス」1976年12月13日，165頁；

東芝インタビュー（2000年５月30日）：川西剛氏。

３７当時，無腰室空調設備の代表的なメーカーとし

ては大気社があり，水処理設備のメーカーとして

はオルガノ，栗田工業，荏原インフェルコ，日本
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練水等があげられる（｢大和投盗資料」1979年1211,

65頁)。

３８良質の水は，各工程でウエハを洗浄することと

薬,Ｆ１を溶くことに使われる（IlIL1不二雄「ＩＣ産業

の立地動lfjj」「地理」Ｖｏｌ２７Ｎｏ６，1982年６１j，

２８頁)。

３９１１]九・羽|Ｈ・小常編，前掲ｉＩ:，「超ＬＳＩ工場殿新

技術集成第２編｣，210～211頁。

４０大内淳義他「座談会一世界に競う日本のＩＣ産業一」

「通産ジャーナル」1982年２１j，２０頁。ただし，こ

れはあくまで企業経営のトップ，ないし事業部の

トップのレベルでの特徴であり，現場のエンジニ

アの間には，前述したようにコストダウンか高11/，

質かをめぐって意見と立場の相違がみられた。

４１藤本隆宏，前掲書，「生産マネジメント入１１１]（１）｣，

262頁。

４２「品質播理」Ｖｏｌ３３Ｎｏ６，1982年６)１，６０頁；

「財界観測」1980年２月号，３６頁；玉WlifI可「イン

テルとともに－ゴードンムーア私の半導体人生一」

１１本経済新lli社，1995年，110～111頁。

４３ここでの叙述は，拙稿「[|本のＩＣ産業の歴史か

らみた,H,衝管理と自動化の関係」「産業学会年報」

（産業学会）１９号，2004年３）j，３７～45頁に大きく

依存している。

４４「ダイシングエ程においても，その切り口をど

うやって管理しようかと。大赦に作ってから符理

をするんじゃなくて，途中段階で何とか切りＬｌを

みえるように，自動化の中でもセンサーをつけて

ＩＩｌｊＩＬようとか。そういうＭ１質管理のパラメータ

をどうやって設定しようか，管理項|]をどうしよ

うかということにＭ１質管理部隊の関与があったん

です」（ＮＥＣインタビュー（2001年８)j27日）：五

十嵐勤氏)。

４５ＮＥＣインタビュー（20001|:５月1211）：北村}Ｍ１

氏。

４６餓近も[]本の大手半導体メーカーの設備保全工

は設備技術部に属している（揃田義Ｊ１↓「ＭＥｊＹ(新

と日本の労働システム」批評社．1998年’229画)。

４７保全部ｌｌｌｌと直接作業部門の１ｍのローテーション

が頻繁でない自動車産業（浅沼万里「l]本の企業

組織一革新的適応のメカニズムー」東洋経済新報

社，1997年）とは対照的であるといえる。

インタビューリスト

（１）インタビューリスト

(、ＮＥＣインタビュー（1999年６１]24ｐ，2000年４

月７１１）：黒辮敏夫氏

:刀ＮＥＣインタビュー（1999年121]27['’2000年月

３日１１１）：菊地正典氏

③ＮＥＣインタビュー（2000年５月12日）：北村昭

氏

④）東芝インタビュー（2000年５M30日，同年11月

２７日）：川西剛氏

⑤ＮＥＣインタビュー（2000年６１１１日，2001年２

月９１｣）：遠藤征士氏

⑥富士通インタビュー（2000年６１１３日，同年１２

月ｌｌｊ，2001年２月251J）：宮下真一氏

⑦富士通インタビュー（2001年７月31日）：吉岡秀

敏氏，福田猛氏，青木強氏，小沢災Ⅲ]氏

⑧東芝インタビュー（2001年８月２m）：石井省次

氏

⑨ＮＥＣインタビュー（2001年８１１２７日）：五十嵐

勉氏，瀧口厚三氏

⑩日立インタビュー（2001年９月141]）：野潔祐輔

氏

⑪ＮＥＣインタビュー（2003年２月21日）：図吉敏

彦氏

（２）Ｍ２子メールでの返偏

①ＮＥＣの五-１．嵐勉氏からの返信（2003年５月23日）

②東芝（OB）の川西剛氏からの返信（2003年５月

231｣） 

'③ＮＥＣの澤1-1厚三氏からの返信（2003年５月24日）

,④日立（OB）の野澤祐輔氏からの返信（2003年５

月2411）

⑤寓言'二通の青木強氏からの返信（2003年51125日）

'⑧東芝（ＯＢ）の石井省次氏からの返信（2003年５

月26Ⅱ）

⑦瀞｣三通（ＯＢ）の吉岡秀敏氏からの返信（2003年

５１１２８Ⅱ） 

③篇｣:通の宮1､､真一氏からの返偏（2003年５月２９

日）

(注）（）内のＯＢは，地子メールを受取った日付

を基準にする。
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